
頁 章 節 項 図表番号 誤 正

74 2 5 2 図表2-5-2-4

145 3 補論 - -
脚注10 P3に「Penetration Rate」の定義が記載。「（光ファイバーに）接続された住宅÷家屋数」で算出される。
http://www.ftthcouncil.eu/documents/Publications/FTTH_Definition_of_Terms-Revision_2015-Final.pdfPDF

P3に「Penetration Rate」の定義が記載。「（光ファイバーに）接続され
た住宅÷家屋数」で算出される。
http://www.ftthcouncil.eu/documents/Publications/FCGA_Definition%20of%20Terms_Revisions_2016.pdf

183 4 4 3 - 企業によるテレワーク導入目的として最も割合が高かったのは｢勤務者の労働時間の短縮｣(54.1％) 企業によるテレワーク導入目的として最も割合が高かったのは｢勤務者の移動時間の短縮｣(54.1％)

197 4 5 3 -
学び直しが「必要になる可能性が極めて高い」、「必要になる可能性が高い」と回答したのは、日本の合計35.0％（70代の回答
を除く）に対して、

学び直しが「必要になる可能性が極めて高い」、「必要になる可能性が高い」と回答したのは、日本の合計36.0％（70代の回答
を除く）に対して、

214 5 1 4 ●企業の研究者のうち、情報通信産業の研究者は18万2,976人で、31.2%を占める ●企業の研究者のうち、情報通信産業の研究者は16万6,334人で、34.0%を占める
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該当箇所 修正内容
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頁 章 節 項 図表番号 誤 正
該当箇所 修正内容

214 5 1 4 5-1-4-4

223 5 1 6 5-1-6-4



頁 章 節 項 図表番号 誤 正
該当箇所 修正内容

232 5 1 8 5-1-8-8

235 5 2 1 5-2-2-1
「インターネットに接続できる家庭用テレビゲーム機」の数値（2017年）
26.3％

「インターネットに接続できる家庭用テレビゲーム機」の数値（2017年）
31.4％

238 5 2 1
地方別のインターネット利用率は、南関東、北陸、東海の順に高く、スマートフォンの利用率は、南関東、北海道、近畿の順に
高い。

地方別のインターネット利用率は、南関東、東海、近畿の順に高く、スマートフォンの利用率は、南関東、近畿、東海の順に高
い。

254 5 2 2 5-2-2-15

※2018年の数値は2018年2月時点での数値



頁 章 節 項 図表番号 誤 正
該当箇所 修正内容

250 5 2 2 5-2-2-6

251 5 2 2
（「ウ　移動系通信」の2段落め）
各グループのMVNOのシェアについては、NTTドコモのMVNOは5.5％（前年度比0.5ポイント増）、KDDIグループのMVNOは
2.8％（前年度比0.2ポイント増）、ソフトバンクグループは2.4％（前年度比0.3ポイント増）となっている。

（「ウ　移動系通信」の2段落め）
各グループのMVNOのシェアについては、NTTドコモのMVNOは5.3％（前年度比0.5ポイント増）、KDDIグループのMVNOは
2.8％（前年度比0.2ポイント増）、ソフトバンクグループは2.4％（前年度比0.3ポイント増）となっている。

254 5 2 2
（イ）通信料金の国際比較
　携帯電話の料金では・・・低廉な水準となっている。また、スマートフォンユーザについて・・・新規契約した場合の通信料金と
端末割賦代金の合計支払額を比較すると、・・・

（イ）通信料金の国際比較
　携帯電話の料金では・・・低廉な水準となっている。また、スマートフォンユーザについて・・・新規契約した場合の通信料金を
比較すると、・・・



頁 章 節 項 図表番号 誤 正
該当箇所 修正内容

255 5 2 2
発信端末別の通信時間では、IP電話発が49.3億時間（前年度比1.0％増）と増加し、固定系発は54.6億時間（前年度比16.3％
減）と減少を続けている。一方、移動系発の通信時間は223.1億時間と横ばいである（図表5-2-2-19）。

発信端末別の通信時間では、IP電話発が4.9億時間（前年度比1.0％増）と増加し、固定系発は5.5億時間（前年度比16.3％減）
と減少を続けている。一方、移動系発の通信時間は22.3億時間と横ばいである（図表5-2-2-19）。

256 5 2 2 5-2-2-19

273 5 2 6

●各種オンラインシステムの共同利用の状況については、都道府県では「公共事業にかかる電子入札」、市区町村では「図
書館蔵書検索・予約」が最多
各種オンラインシステムの共同利用の状況については、「公共事業にかかる電子入札」が都道府県では33団体（70.2％）と最
も多く、次いで「公共施設予約」が25団体（53.2％）となった。市区町村では「図書館蔵書検索・予約」が765団体（43.9％）と最も
多く。次いで「公共事業にかかる電子入札」が都道府県では521団体（29.9％）となっている（図表5-2-6-4）。

●各種オンラインシステムの共同利用の状況については、都道府県では「公共事業にかかる電子入札」、市区町村では「公
共事業にかかる電子入札」が最多
各種オンラインシステムの共同利用の状況については、「公共事業にかかる電子入札」が都道府県では24団体（51.1％）と最
も多く、次いで「公共施設予約」が19団体（40.4％）となった。市区町村では「公共事業にかかる電子入札」が553団体（31.8％）
と最も多く、次いで「公共施設予約」が247団体（14.2％）となっている（図表5-2-6-4）。

※１ 移動系通信：携帯電話・ＰＨＳ発 固定系通信：加入電話・ＩＳＤＮ・公衆電話発

※２ 単位を「百万時間」から「億時間」に編集し、小数点第2位を四捨五入している。詳細の数値は出典を参照



頁 章 節 項 図表番号 誤 正
該当箇所 修正内容

274 5 2 6 5-2-6-4

279 5 3 2 5-3-2-2



頁 章 節 項 図表番号 誤 正
該当箇所 修正内容

279 5 3 2 5-3-2-3

340 6 6 3 -
脚注12 小学校を中心としたプログラミング教育ポータルPowered by 未来の学びコンソーシアム
（https://miraino-manabi.jp/）

脚注12 小学校を中心としたプログラミング教育ポータルPowered by 未来の学びコンソーシアム
（https://miraino-manabi.mext.go.jp/）

343 6 6 5 -
脚注21　（中略）
・経営力向上計画策定の手引き：http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2016/160701tebiki.pdfPDF

脚注21　（中略）
・経営力向上計画策定の手引き等：
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/index.html

343 6 6 5 -
脚注22 税制措置・金融支援活用の手引き：
http://www.chusho.meti.go.jp/keiei/kyoka/2017/170407zeiseikinyu.pdfPDF 脚注22 税制措置・金融支援活用の手引き


	掲載用

